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平成１４年２月期　　　　中 間 決 算 短 信（連結）　　　　　平成13年10月18日

上 場 会 社 名　　株式会社　　髙　島　屋　　　　　　　　　　　　　　上場取引所　　　　大・東

コ ー ド 番 号　　８２３３                                　　　　　本社所在都道府県　大阪府

問 合 せ 先    責任者役職名    取締役本社管理本部財務部長

　　　　　　　　      氏        名　　本  多　  恭  晴　　　　　　　　  ＴＥＬ  06－6631－1101

連結決算取締役会開催日　平成13年10月18日

１． 13年8月中間期の連結業績（平成13年3月1日～平成13年8月31日）

（１）連　結　経　営　成　績　　　　　　　　　　　　(注)記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

営 業 収 益        

〔 売 上 高 〕        
営 業 利 益        経 常 利 益        

13年8月中間期

12年8月中間期

　　　　　　百万円　　　％
　　 ５９０,８４８ 　　1.3
〔　 ５７２,８４８ 　  1.2〕
　   ５８３,１０１     0.0
〔 　５６５,８１９  △ 0.1〕

　　　　　　百万円　　　％
　　　   ９,５６７    24.6

　　   　７,６８０ 　 34.3

　　　　　　百万円　　　％
　　　 １０,６３２　　 38.8

　　   　７,６６２ 　   2.8

 1 3 年 2 月 期        １,１９２,２１１  △ 0.1
〔１,１５７,３６３  △ 0.3〕

       １９,９００    46.5        １８,６１０　   18.3

中 間 (当 期) 純 利 益 1株当たり中間(当期)純利益
潜在株式調整後1株当たり

中間（当期）純利益

13年8月中間期

12年8月中間期

              百万円　  ％
　 　△５５,１７６　 　―

　　　   ３,９０８    21.4

               円　     銭

       △１８１　　 ５０

           １３     ０６

円　     銭

                    ―

                    ―

 1 3 年 2 月 期               ８,３２３    29.4            ２７     ６５                     ―

(注) ①持分法投資損益　　13年8月中間期　872百万円   12年8月中間期　656百万円　 13年2月期　 1,068百万円

②会計処理の方法の変更　　有・◯無

③営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）連　結　財　政　状　態

総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

13年8月中間期
12年8月中間期

百万円
    ９１２,１４４
    ８６１,０２６

百万円
     １８７,６４０
     ２１８,６３１

％
　　　　２０.６
　　　　２５.４

　　　　　円　　　銭
    ６１５    １３
    ７２６    ２０

 1 3 年 2 月 期      　　８８２,１２８      ２３１,２０６         ２６.２     ７６１    ３５

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による         

キャッシュ・フロー         

投資活動による         

キャッシュ・フロー         

財務活動による         

キャッシュ・フロー         

現金及び現金同等物         

期 末 残 高         

13年8月中間期
12年8月中間期

百万円

    　 ２７,７５２
         　　 ―

百万円

   △   ５,５１１
         　　　―

百万円

△　２４,１１９
        　　　 ―

百万円

　　４０,１３８
     　　    　―

 1 3 年 2 月 期      　　２７,９８１  △　 ４,０２４ △　２３,４７０     ４１,８７５

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　連結子会社数　　３１社　　　持分法適用関連会社数　  １０社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　連結  (新規)　　 ０ 社　　（除外）　 ０ 社　 　持分法  (新規)　 ０ 社　　　（除外）　 １社

２．14年2月期の連結業績予想（平成13年3月 1日～平成14年2月28日)

営 業 収 益        

〔 売 上 高 〕        
経 常 利 益        当 期 純 利 益        

通  期     
　　　　　　百万円　　　％
 　１,２０７,０００    1.2
 〔１,１７３,０００　  1.4 〕

百万円　　　　％
    　 　２１,３００   14.4
     

百万円  　　　％
   　  △４９,８００　　―
　  　　　　　　　　　  

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期) △163円25銭
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【企業集団の状況】

　(1)企業集団の概要は、次のとおりであります。

　当社の企業集団は、当社と子会社65社及び関連会社21社で構成され、百貨店業を主要業務として、建装事業、

不動産業及び金融・リース業等の関連会社を営んでおります。

　当社グループが営んでいる主な事業内容と位置づけは、次のとおりであります。

①　百貨店業（専門店、スーパー、飲食業を含む。）

　　当社、連結子会社のタカシマヤ・シンガポールLTD.等の子会社12社及び関連会社３社で構成し、商品の供

給、商品券等の共通取扱を行っております。

②　建装事業

　　　 当社、連結子会社の㈱髙島屋工作所等の子会社7社及び関連会社1社で構成し、内装工事の受注・施工を行

っております。

　　 ③　不動産業

       　連結子会社の髙栄不動産㈱等の子会社10社及び関連会社 6社で構成し、当社グループの不動産管理とショ

ッピングセンター等の運営を行っております。

　　 ④　金融・リース業

         連結子会社の髙島屋クレジット㈱等の子会社4社で構成し、グループ各社と金融・リース業を行っておりま

す。

     ⑤　自動車内装品製造業

　　　   連結子会社の髙島屋日発工業㈱等の子会社９社及び関連会社1社で構成し、自動車のシート等内装品の製造

を行っております。

     ⑥　その他事業

　　　　 連結子会社の髙島屋商事㈱等の子会社６社及び関連会社4社は、グループ各社へ商品の供給を行っておりま

す。

　　　   連結子会社の㈱タップ等の子会社2社は衣料品の製造・加工業、関連会社2社は雑貨等の製造業を営み百貨

店各社に商品の供給を行っております。

         連結子会社の㈱エー・ティ・エー等子会社2社は広告宣伝業、連結子会社の㈱タフ等子会社4社は運送業を

行っております。

         連結子会社の㈱ホテルシーガル髙島屋等子会社3社及び関連会社2社はレジャー 関連業を行っております。

　　　 　当社、連結子会社の㈱センチュリーアンドカンパニー等の子会社6社及び関連会社2社は、通信販売事業そ

の他を行っております。
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　　（2）グループ事業系統図

商
品
供
給

宣
伝
業
務
委
託

クレジットｶー ﾄ゙発行及びﾘー ｽ契約

不
動
産
賃
貸

店
舗
内
装
　
工
事
委
託

　㈱髙島屋：建装事業本部

　㈱髙島屋工作所

　ユタカ建設工業㈱

☆グリーン化成㈱

☆㈱タック

☆㈱ﾃｨｰｹｲﾌｧﾆﾁｭｱｰ

☆㈱丸髙工務店

　 ﾀｶｼﾏﾔ･ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ･INC

○ﾀｶｼﾏﾔ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)CO.,LTD

建装事業

　髙栄不動産㈱

　東神開発㈱

　髙栄開発㈱

※ ㈱パンジョ

☆タカサン㈱

☆ﾄｰｼﾝﾋﾟｰｱﾝﾄﾞｼｰ研究所㈱

○㈱オーガスタ

○ビッグステップ㈱

○ﾅﾄｰ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱

　ﾀｶｼﾏﾔ･ﾌｨﾌｽｱﾍ゙ﾆｭー ･CORP.

　ﾛﾃ゙ｵﾄ゙ﾗｲﾌ゙･ﾌ゚ﾛﾊ゚ﾃｨー ｽ゙･INC.
※ ﾆｰｱﾝ ﾃｨ゙ﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ PTE.,LTD.

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ﾎﾝｺﾝ･ｴﾝﾀー ﾌﾟﾗｲｽ･゙LTD.
☆ﾀｶﾆﾁ-USA,INC.
☆ﾄー ｼﾝﾃｨ゙ﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

                      PTE.,LTD
○ﾀｶﾆﾁ ﾗﾝﾄ゙ﾎー ﾙﾃ゙ｨﾝｸ゙  CORP.

不動産業

　髙島屋クレジット㈱

　髙栄商事㈱

☆㈱東神ジェネラルクリエイト

　ﾀｶｼﾏﾔ・ｲﾝﾀー ﾅｼｮﾅﾙ･ﾌｧｲﾅﾝｽ･B.V.

金融・ﾘー ｽ業

　髙島屋日発工業㈱

☆ファミック㈱

☆タカテック㈱

☆ﾀｶﾆﾁ ﾌｨﾘﾋ゚ﾝ･CORP

☆ﾀｶﾆﾁ ﾍﾞﾄﾅﾑ ｶﾝﾊﾟﾆ  ー LTD.
☆ﾀｶﾆﾁ ｵー ﾄﾓﾃｨﾌ゙  ｲﾁﾄ゙ｼｪﾒﾊﾟﾙﾁｬﾗﾙ

　　　　　　　　　ｻﾅｲｳ゙ｪﾃｨｼ゙ｬﾚｯﾄ A.S.
☆ﾃｨー ｴﾇｴｰﾃｨー（ﾀｲﾗﾝﾄ゙）CO.,LTD
☆昆山髙日汽車内飾件有限公司

☆ﾄｰﾀﾙ ｲﾝﾃﾘｱ ｼｽﾃﾑｽ ゙ｱﾒﾘｶ INC
○ﾀｲ ｵ ﾄーﾓﾃｨﾌ゙  ｼー ﾃｨﾝｸ゙  
　　　　　　　　　ｱﾝﾄ゙  ｲﾝﾃﾘｱCO.,LTD

自動車内装品製造業

連結財務諸表提出会社

㈱髙島屋
　

　㈱髙島屋友の会

　㈱ファッションプラザ２１

　㈱髙島屋サンローゼ

　㈱髙島屋ストア

　㈱アール・ティー・コーポレーション

※㈱新南海ストア

※㈱ジェイアール東海髙島屋

☆㈱ナチュラルライフ

百　貨　店　業 その他事業

　（卸売事業）

　髙島屋商事㈱

　㈱グルメール

　㈱日本クラフト

　㈱ローザ

※㈱ロジエ

☆台北髙島屋国際股 有限公司

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･PTY.,LTD

○㈱ｼﾞｮｰｼ ゙ ｼｪ゙ﾝｾﾝ ｼﾞｬﾊﾟﾝ

○ﾋﾟｴｰﾙ･ｶﾙﾀﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

○S.A.ルロア

（衣料品、雑貨他製造・加工業）

　㈱タップ

※髙成㈱

☆P.T ﾅｳﾙ･ﾆｯﾃｨﾝｸﾞ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

○P.T ﾄﾘｾﾝﾀ ｲﾝﾃﾘｱ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸ゙

（広告宣伝業）

　㈱エー・ティ・エー

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｱﾄﾞﾊﾞﾀｲｼﾞﾝｸ&゙

　　　　     ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝPTE.LTD

（運送業）

　㈱タフ

　㈱髙島屋物流ｻー ﾋ゙ｽ

☆㈱ワイ・ティー・エス

☆ﾀｶﾆﾁ　ﾄﾗﾝｽﾎﾟー ﾄ㈱

　

（その他）

　㈱髙島屋：通信販売事業本部

　㈱センチュリーアンドカンパニー

　㈱ホテルシーガル髙島屋

　髙島屋ビルメンテナンス㈱

※㈱ゴールデン・スパ・ニューオータニ

※㈱関西ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

※㈱公楽会館

☆㈱関東ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

☆㈱ティーケイビジネス

☆ﾃｨｰｽ ゙ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱

☆たまがわ生活文化研究所㈱

☆クリエイトスタッフ㈱

☆タカニチアイシステム㈱

○ディーエイチシー新宿㈱

人
材
派
遣･

清
掃
委
託
等

(注)無印…連結子会社

※ ……・持分法適用関連会社

☆ ……・非連結子会社

　　〇……・持分法非適用関連会社

　ﾀｶｼﾏﾔ･ｼﾝｶﾞﾎﾟー ﾙ　 LTD.

　ﾀｶｼﾏﾔ･ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ・　INC.

　ﾀｶｼﾏﾔ･ﾆｭー ﾖー ｸ･　INC.

※大葉髙島屋百貨股 有限公司

☆ﾀｶｼﾏﾔ(ﾌﾗﾝｽ)S.A.

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｲﾀﾘｱ･S.P.A

☆ ﾀｶｼﾏﾔ･ﾘﾃｰﾘﾝｸﾞ･ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･

                     PTY.LTD. 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物
流
業
務
委
託
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【経営方針】

１． 会社の経営の基本方針

　当社グループは、新たな成長を目指し「髙島屋グループ　第３次中期経営計画（平成１３年度～１５年度）」を本

年３月からスタートいたしました。

　この中期経営計画を策定するにあたり、当社グループの経営の基本姿勢を「公正で透明な経営を行い、社会に誇れ

魅力ある企業グループを実現すること」といたしました。そのためにコーポレートガバナンスの強化を目指し、経営

機構の見直しを検討するとともに、ＩＲ活動を強化し、情報開示を推進してまいります。環境保全活動についても、

省エネ・省資源・リサイクルの促進などへの取組みを積極的に実施してまいります。

　また、当社グループの目指す方向を「上質生活の実現をサポートする小売企業グループ」とし、百貨店事業を核と

してグループの力を結集し、上質を求める生活者にすぐれた商品・情報・サービスを最適な形で編集する小売企業グ

ループの実現に取り組んでまいります。

２． 会社の利益配分に関する基本方針

　当社は当期及び将来の業績や経営環境を総合的に勘案するとともに、将来に備え経営基盤を強化することにより、

安定的な配当水準を維持することを配当政策の基本といたしております。

　この考え方を踏まえ、利益配分については１株につき中間配当金３円７５銭、年間配当金７円５０銭を基本に安定

配当として継続してまいりたいと考えております。

　内部留保資金につきましては、各店舗の改装など営業力の拡充及び財務体質の強化のための原資として活用させて

いただく所存であります。

　　　　　

３． 中長期的な会社の経営戦略

「第3次中期経営計画」における基本的な経営戦略と主な取り組みは、以下の通りであります。

① 百貨店事業の強化

　収益基盤である大型店の営業力強化を目指し経営資源を優先的に投入するとともに、顧客情報システムを活用し効

果的な販売促進策を実施しております。また、組織改正による商品開発力、商品調達力を発揮し髙島屋ブランド商品

を強化するとともに、売場の自主編集による店舗の特徴化促進などを引き続き進めてまいります。

② グループ経営の強化

　グループの経営資源を適正に配分し最大の成果を得るために、グループ組織を整備し、経営管理の強化を図ります。

そのため、グループ本社化を進め、グループ全体の業務支援機能を集約・標準化した業務支援会社の平成１４年３月

からの分社化を予定しており、グループ経営の一元化とグループ全体の管理コストの削減を目指します。

　また、グループ各社が各事業分野において事業基盤を確立し市場競争力を高めることを目指し、事業分野毎の集約・

再編に積極的に取り組んでおり、本年度は飲食、商業ディベロッパー、インテリア、物流の各事業分野で既に実施及

び予定をしております。加えて中核事業である百貨店事業と、商品事業・商業ディベロッパー事業の連携強化に向け

た仕組みづくりを行い、グループ収益力の向上に繋げてまいります。
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③ 経営基盤の強化

　グループ総資産の圧縮と有利子負債の削減に向けて、キャッシュフローの一元管理によるグループファイナンス体

制の確立を推進し、資産効率の低い資産の売却と回収した資金の有利子負債返済への充当を進めております。また、

投資はキャッシュフローの範囲内とし効果的な投資を実施します。投資内容は、大型店を中心とする百貨店事業の営

業力強化を目的とするものから優先的に行ないます。

　一方、売上高営業費比率を低減するため、同業他社との共同化をスタートし、物流コストや用度品などの調達コス

トの削減に取り組んでおります。今後更に人件費の変動費化による総額抑制、施設の有効活用による賃借物件の返却

等を実施しローコスト経営を継続してまいります。

４． 目標とする経営指標

　平成１５年を最終年度とする「第３次中期経営計画」の経営目標は、以下の通りであります。

　　・連結売上高　　　　　　　１兆２千億円

　　・連結経常利益　　　　　　　２７５億円

　　・連結総資本経常利益率　　　３．２％

　　・連結有利子負債削減額  　　３２０億円
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【経営成績】

１．業績の概要

　上半期におけるわが国経済は、アメリカ経済の減速に伴う輸出の落ち込みや、設備投資、生産の大幅な減少など後

退色が強まりました。個人消費においても、猛暑による一時的な押し上げ効果はあったものの回復の動きは弱く、株

価の下落や失業率の上昇による不安感などから、景気は低迷した状況のまま推移いたしました。

　百貨店業界におきましては、こうした厳しい経営環境の中で、店舗改装や各社独自の売場づくりを推進するととも

に、営業時間の拡大を図るなど、営業力強化に取り組みました。しかしながら、所得の伸び悩み・雇用情勢の悪化な

ど先行きに対する不安や業態間競合の影響もあり、全国百貨店売上高は、わずかながら前年実績を下回りました。

　当社グループにおきましては、「第３次中期経営計画」の初年度にあたり、中核である百貨店事業の強化と営業構

造の改革に向けて、大型店への集中投資や商品力の向上、顧客情報システムの活用等による営業力の強化に努めてお

ります。また、グループ資金の一元管理や保有資産の見直しを図るとともに、同業他社との物流業務共同化や用度品

共同購買によりコストを削減するなど、経営の効率化に取り組んでおります。

　以上のような営業諸施策を積極的に進めたことにより、売上高は５９０，８４８百万円（前年同期比１．３％増）

となりました。一方、業務の合理化と諸経費の削減に努めたことで、販売費および一般管理費を抑制することができ、

経常利益は１０，６３２百万円（前年同期比３８．８％増）となりました。しかしながら、当中間連結会計期間は、

退職給付会計をはじめとする新会計制度に対応したことにより、５５，１７６百万円（前年同期比　―　％）の中間

純損失となりました。

(注)上記売上高には「その他の営業収入」を含めております。

２．キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末の、現金及び現金同等物は４０，１３８百万円となっており、前連結会計年度末に比べ

１，７３６百万円減少いたしました。

　営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、退職給付会計の適用による特別損失等のため、税金等調整前

中間純損失は９４，１６３百万円となりましたが、経常利益１０，６３２百万円と減価償却費８，７４０百万円、仕

入債務の増加８，０２３百万円等により、２７，７５２百万円となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得等による支出合計１４，３８８百万円に対し、有価証券、

投資有価証券の売却等により８，８７６百万円の収入があり、差引き５，５１１百万円の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、一年内償還予定社債の償還による支出２７，５８５百万円、長期借入金の

返済による支出８，０２０百万円、長期借入による収入１１，５００百万円、配当金の支払い１，１４０百万円等の

合計で２４，１１９百万円の支出となりました。

　（注）当中間連結会計期間から中間連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、各活動におけるキャッシ

ュ・フローについての前年同期対比は行っておりません。
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３．セグメント別の業績

＜百貨店業＞

　百貨店業では、当社におきましては、新宿店の全館売場改装に着手する一方、岡山店では食料品売場の全面改装、

柏店では婦人雑貨・特選衣料雑貨売場に新ブランドを導入するなど、快適で楽しい売場づくりや話題商品の取り入れ

を進めました。また、イタリアの高級食料品「ペック」をはじめとする髙島屋ブランドや、お客様のニーズを反映し

ながらお取引先と共同開発した当社独自商品「Ｔ‐ＯＷＮ」など品揃えの拡充に取り組みました。さらに創業170 周

年記念催として店内では「百華祭」、店外では京都を舞台にショッピングとイベントを組み合わせた「京・華舞台」、

美術催では「劈頭展」を開催し、髙島屋ファンの増大とご来店促進に努めました。また、営業日数の増加や営業時間

延長を行い、お客様の利便性向上にも取り組みました。

　また、ﾀｶｼﾏﾔｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ LTDにおきましては、厳しい経営環境ではありますが、リニューアルの効果もあり、ファッ

ション関連商品が堅調に推移し前年同期の売上を上回りました。

　以上の結果、売上高は４８０，４０１百万円、営業利益は３，１０９百万円となりました。

＜建装事業＞

　建装事業では、当社建装事業本部及び㈱髙島屋工作所は、金融機関を中心とした企業の統合・再編によ

る需要や首都圏でのホテルのリニューアル工事等の受注により、売上高は前年同期実績を上回りました。

しかしながら、利益率の高い元請工事物件のシェアが低く、営業利益では前年同期を下回りました。

この結果、売上高は２５，６４７百万円、営業利益は７５百万円となりました。

＜不動産業＞

不動産業におきましては、国内では商業ディベロッパー事業を行う東神開発㈱が、販売用不動産の売却

や柏・シンガポール各ＳＣの好調な売上と一部テナント入れ替えによる家賃収入増加により増収増益とな

りました。また、アメリカの不動産管理運営事業は、管理収入の順調な確保により業績が順調に推移しま

した。

この結果、売上高は１１，２１７百万円、営業利益は４，１４２百万円となりました。

＜金融・リース業＞

金融・リース業におきましては、髙島屋クレジット㈱は新規会員獲得が低調に推移したものの、カード

使用増による手数料収入増により営業収入が拡大し、経費面においても削減効果発揮により、増収増益と

なりました。また髙栄商事㈱のリース料収入も順調に推移しました。

この結果、売上高は４，０９０百万円、営業利益は８４７百万円となりました。

＜自動車内装品製造業＞

　自動車内装品製造業におきましては、髙島屋日発工業㈱が、注文先企業の新車投入効果が一巡したこと等により、

受注額が減少し売上高は伸び悩みました。また、将来を見越した投資負担の増加等により大幅な減益となりました。

　この結果、売上高は４５，５７９百万円、営業利益は３２６百万円となりました。

＜その他事業＞

　通信販売事業では、ハイランドクラブ会員数の拡大や新規媒体の投入等積極的に販売促進を進めましたが、主力の

ファッション関連商品が低迷し、売上高は前年同期実績を下回りました。

　また卸売事業では、中元ギフト主力商品である食料品の売上の伸び悩みもあり㈱グルメールが減収減益となり、髙

島屋商事㈱は、売上は拡大したものの商品売上構成の変化等により減益となりました。
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４．通期の見通し

　平成13年度の景況につきましては、上半期に引続き、雇用環境の更なる悪化などから個人消費の回復は遅れると予

想され、さらに、アメリカでの同時多発テロ事件による社会不安や世界規模で減速する経済の影響で、これまで景気

を支えてきた輸出を中心に先行き悪化が懸念され、景気は一段と低迷するものと思われます。また、消費者の購買行

動における業態選別もさらに進むとみられ、経営環境は引き続き厳しい状況が続くものと思われます。

 　百貨店業では、当社におきまして、引き続き創業１７０周年を記念した海外催「イタリアンフェア」を全店で開催

するとともに、新宿店全館売場改装（１０月）、京都店の食料品・リビングフロアの改装（９月・１０月）、東京店

の婦人雑貨・特選衣料雑貨売場改装（平成１４年２月）や大阪店全館改装への着手など、収益基盤である大型店の営

業力強化に向けた取り組みを着実に進めてまいります。また、ｼﾝｶ゙ ﾎ゚ ﾙーﾀｶｼﾏﾔ LTDにおきましては、引き続き厳しい経

営環境の中、リニューアル効果を活かし、収益確保に向け営業諸施策を行ってまいります。

　建装事業では、より一層経営効率と市場競争力を高めるため、本年９月、㈱髙島屋：建装事業本部を子会社の㈱髙

島屋工作所に営業譲渡し、新たに髙島屋スペースクリエイツ㈱としてスタートしました。

　  金融・リース業では、カードショッピング・融資・保険など各々の事業の基盤強化と、相乗効果を活かした事業

拡大を図ってまいります。

　自動車内装品製造業では、工場の生産体制を整備し、注文企業先からの受注の拡大に努めます。

　また運送業では、外部市場の開拓とグループ物流コストの削減を目的に、事業陣容を整備拡充すべく本年１０月、

子会社の㈱タフと㈱髙島屋物流サービスを合併し、新たに㈱ティー・エル・コーポレーションとしてスタートしまし

た。

　以上のような事業活動によりまして、当連結会計年度の連結売上高は１兆２０７０億円、経常利益は

２１３億円、当中間連結会計期間に退職給付会計に伴う積立不足を一括処理した事等により、４９８億円

の当期純損失を見込んでおります。

(注)上記売上高には「その他の営業収入」を含めております。
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中　間　連　結　貸　借　対　照　表

                                                                             （単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当中間連結会計期間末

（１３．８．３１）

前中間連結会計期間末

（１２．８．３１）

前連結会計年度

（１３．２．２８）

（資産の部）        

流 動 資 産        ２４４，２９２ ２３９,８６０ ２５５,０５８

　　現 金 及 び 預 金          ４２，８６０ ３９,２３９ ４４,８２５

　　受取手形及び売掛金          １１０，１８１ １０６,８３０ １０５,５２６

　　有 価 証 券          ８，９１４ １１,１６９ １４,９２０

　　た な 卸 資 産          ５５，８６２ ５５,８７４ ５８,９９２

　　短 期 貸 付 金          １，５００ １,４３６ １,５０１

　　繰 延 税 金 資 産          ２，７９１ ３,０８９ ２,３７９

　　そ の 他          ２４，７２４ ２４,１７６ ２９,３５０

　　貸 倒 引 当 金          △　　　２ ，５４３ △　　　　１,９５４ △　　　　２,４３９

固 定 資 産        ６６７，８５２ ６２１,１６５ ６２７,０７０

有形固定資産        ３０９，７９８ ２９８,８８９ ３０８,４７１

　　建 物 及 び 構 築 物          １２８，５２２ １３０,９３８ １３０,１２５

　　機械装置及び運搬具          ４，９９６ ４,６４３ ４,８７４

　　器 具 及 び 備 品          ２１，５５７ １９,４５２ ２０,３３２

　　土 地          １５４，１６７ １４３,２５６ １５３,０４６

　　建 設 仮 勘 定          ５５３ ５９８ ９２

無形固定資産        １５，９８２ １７,０４９ １６,３７１

　　借 地 権          ７，０７２ ６,９６８ ６,９９３

　　連 結 調 整 勘 定          ３，８００ ６,４００ ４,１５２

　　そ の 他          ５，１１０ ３,６８０ ５,２２６

投資その他の資産 ３４２，０７１ ３０５,２２６ ３０２,２２６

　　投 資 有 価 証 券          １０２，４０３ ８４,８１３ ８２,０２３

　　長 期 貸 付 金          ８３，９４０ ８０,３９８ ８５,１７８

　　長 期 保 証 金          １２５，２８４ １２８,１６７ １２５,９１２

　　繰 延 税 金 資 産          ３５，１３８ ３,８９６ 　　　　３,５５１

　　そ の 他          ８，１２３ １１,６５３ ９,５９７

　　貸 倒 引 当 金          △　   １２，８１８ △　　　　３,７０３ △　　　　４,０３９

資 産 合 計        ９１２，１４４ ８６１,０２６ ８８２,１２８
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（単位　百万円）

　　　　　　　　　　　期　別

科　目

当中間連結会計期間末

（１３．８．３１）

前中間連結会計期間末

（１２．８．３１）

前連結会計年度

（１３．２．２８）

（負債の部）        

流 動 負 債        ３８０，２０６ ３８５,９９５ ３７９,２４１

　　支払手形及び買掛金          １２０，３４８ １１９,９３５ １１１,７４８

　　短 期 借 入 金          ８０，０７５ ５１,７２６ ６８,６５４

　　社債（１年以内償還）          ７，９８５ ４５,８８５ ３０,５７２

　　未 払 法 人 税 等          ３，７９８ １,９２８ ２,１０１

　　未 払 消 費 税 等          ２，２７１ ２,２１２ ２,１１９

　　未 払 費 用          １２，３４６ １３,３０２ ８,７００

　　前 受 金          ５３，２６８ ５０,４０８ ５１,４０８

　　商 品 券          ４５，０６０ ４３,５２２ ４２,５６０

　　預 り 金          ２３，８０９ ２５,１１６ ２４,４７９

　　繰 延 税 金 負 債          ２０ １３ １８

　　そ の 他          ３１，２２３ ３１,９４４ ３６,８７５

固 定 負 債        ３３５，３００ ２４５,０２１ ２６３,１１７

　　社 債          ４０，７６２ ３８,２４０ ４５,７３５

　　長 期 借 入 金          １４０，０３２ １４０,４３０ １４７,９４３

　　退 職 給 与 引 当 金          ― ２４,４６９ ２６,３３９

　　退 職 給 付 引 当 金          １１２，８８１ ― ―

　　役員退職慰労引当金          ５５１ ― ―

　　持分法適用に伴う負債 ４６０ ４３２ １４７

　　繰 延 税 金 負 債          ２，６６６ ４,８７１ 　　　　５,３１１

　　再評価に係る繰延税金負債          ３，６７５ ― ３,６０７

　　そ の 他          ３４，２７０ ３６,５７７ ３４,０３２

負 債 合 計        ７１５，５０７ ６３１,０１６ ６４２,３５９

　　　（少数株主持分）

少数株主持分        ８，９９７ １１,３７７ ８,５６２

（資本の部）        

資 本 金            ３８，８４５ ３８,８４５ ３８,８４５

資 本 準 備 金            ２７，０８５ ２７,０８５ ２７,０８５

再 評 価 差 額 金            ５，０７４ ― ４,９８１

連 結 剰 余 金            １０６，２８２ １５９,００８ １６２,７９８

その他有価証券評価差額金            １０，０７４ ― ―

為 替 換 算 調 整 勘 定            ２７９ △　　　　３,１５９ △　　　　１,６１１

自 己 株 式            △　　　　　　　 ２ △　　　　３,１４８ △　　　　　　６３５

子会社の所有する親会社株式            ― ─ △　　　　　　２５７

　資 本 合 計        １８７，６４０ ２１８,６３１ ２３１,２０６

負債、少数株主持分及び資本合計 ９１２，１４４ ８６１,０２６ ８８２,１２８



－ 11 －

中　間　連　結　損　益　計　算　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

期　別

科　目

当中間連結会計期間

(13.3.1～13.8.31）

前中間連結会計期間

(12.3.1～12.8.31）

前連結会計年度

　(12.3.1～13.2.28）

売 上 高          ５７２，８４８ ５６５,８１９ １,１５７,３６３

その他の営業収入          １７，９９９ １７,２８２ ３４,８４７

   営 業 収 益 計        ５９０，８４８ ５８３,１０１ １,１９２,２１１

売 上 原 価          ４４１，５６８ ４３０,９０７ ８８２,０００

販売費及び一般管理費 １３９，７１１ １４４,５１３ ２９０,３１０

　　営 業 費 用 計        ５８１，２８０ ５７５,４２１ １,１７２,３１０

　　　　営 業 利 益           ９，５６７ ７,６８０ １９,９００

　　　受 取 利 息 ・ 配 当 金           １，５５９ １,５３５ ２,７４３

　　　持分法による投資利益           ８７２ ６５６ １,０６８

　　　そ の 他 営 業 外 収 益           ３，４４２ ３,８４４ ７,００９

　　営業外収益計        ５，８７３ ６,０３６ １０,８２１

　　　支 払 利 息           ３，００２ ３,５６７ ６,６９０

　　　そ の 他 営 業 外 費 用           １，８０６ ２,４８７ ５,４２０

　　営業外費用計        ４，８０８ ６,０５４ １２,１１１

　　　　経 常 利 益           １０，６３２ ７,６６２ １８,６１０

特 別 利 益          １，０３６ ２,３４１ ２,８００

特 別 損 失          １０５，８３３ ２,９５７ ５,７８１

　税金等調整前中間(当期)純利益(純損失△) △    ９４，１６３ ７,０４６ １５,６３０

法人税、住民税及び事業税 ３，７２２ ２,５１４ ４,１５０

過年度法人税、住民税及び事業税 ― ─ ５４７

法 人 税 等 調 整 額            △    ４２，３９９ １３７ １,１８８

少 数 株 主 利 益            △          ３１０ ４８４ １,４１９

 　中間 (当期)純利益 (純損失△)                △    ５５，１７６ ３,９０８ ８,３２３
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中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書

                                                                                      （単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当中間連結会計期間

(13.3.1～13.8.31）

前中間連結会計期間

(12.3.1～12.8.31）

前連結会計年度

　(12.3.1～13.2.28）

連結剰余金期首残高 １６２，７９８ １５５,４０２ １５５,４０２

連結剰余金増加高         ― １,０４１ １,５５４

　連結子会社持分割合変更に伴う増加額               ― １,０４１ ８６５

　土地再評価に係る未実現利益の修正額               ― ― ６１９

　連結子会社合併に伴う増加額              ― ― ６８

連結剰余金減少高         １，３３９ １,３４４ ２,４８２

　配 当 金               １，１４０ １,０８７ ２,２１６

　役 員 賞 与               １０４ ９８ ９８

　再 評 価 差 額 金 取 崩 額               ９３ ― ―

　連結子会社増加に伴う減少額               ― １５８ １５８

　連結子会社減少に伴う減少額               ― ― ８

中間 ( 当期 )純利益         (純損失△) △    ５５，１７６ ３,９０８ ８,３２３

連結剰余金中間期末(期末)残高 １０６，２８２ １５９,００８ １６２,７９８
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中　間　連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別

科　　目

当中間連結会計期間

（13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

（12.3.1～13.2.28）

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益（純損失△）                   

減 価 償 却 費                   

連 結 調 整 勘 定 償 却 額                   

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額                   

退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 額                   

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額                 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 加 額                   

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                   

支 払 利 息                   

持 分 法 に よ る 投 資 利 益                   

固 定 資 産 売 却 損 益                   

固 定 資 産 除 却 損                   

有価証券・投資有価証券売却損益                   

投 資 有 価 証 券 評 価 損                   

売 上 債 権 の 増 減 額                   

た な 卸 資 産 の 減 少 額                   

仕 入 債 務 の 増 減 額                   

役 員 賞 与 の 支 払 額                   

その他営業活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ﾌ ﾛ ｰ                   

　　　　　小　　　　　　　計

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額                   

利 息 の 支 払 額                   

法 人 税 等 の 支 払 額                   

△　　９４,１６３

８,７４０

３５２

８,８８４

△　　２６,３３９

１１２,８８１

５５１

△　　  １,５５９

３,００２

△　　   　８７２

△　　   　２３５

１,４９５

△　　　　　 １９

３,２５８

△　　  ５,６８４

３,１９０

　８,０２３

△　　　 　１０４

９,８９４

３１,２９６

１,５３９

△　　　３,０５８

△　　　２,０２５

１５,６３０

１５,７６５

７９６

２７２

２,２４３

―

―

△　　  ２,７４３

６,６９０

△　　  １,０６８

△　 　　　８５２

２,２７５

△　　　１,９８３

７１４

６５６

２,１４３

△　　  ２,９３５

△　　　 　　９８

４６４

３７,９７０

３,３９９

△　　　６,５３１

△　　　６,８５７

営業活動によるキャッシュ・フロー ２７,７５２ ２７,９８１

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出                   

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入                   

有価証券・投資有価証券の取得による支出

有価証券・投資有価証券の売却による収入

有形・無形固定資産の取得による支出                   

有形・無形固定資産の売却による収入                   

短 期 貸 付 金 の 純 増 減 額                   

長 期 貸 付 に よ る 支 出                   

長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                   

その他投資活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ﾌ ﾛ ｰ                   

△　　　２,６０３

２,８４３

△　　　　 ４７５

３,５４７

△　　１１,２０４

８９８

３０８

△　　　 　１０２

１,２７９

△　　　　　 　２

△　　　３,６５５

６,９１７

△　　　５,５３７

１８,１６９

△　　１８,６８４

２,５７１

△　 　　　　４０

△　　　５,２４８

１,５５２

△　　 　　　７０

投資活動によるキャッシュ・フロー △　　　５,５１１ △　　　４,０２４

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額                   

長 期 借 入 に よ る 収 入                   

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出                   

社 債 の 発 行 に よ る 収 入                   

社 債 の 償 還 に よ る 支 出                   

配 当 金 の 支 払 額                   

その他財務活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ﾌ ﾛ ｰ                   

△　　 　　　９２

１１,５００

△　　　８,０２０

―

△　　２７,５８５

△　　　１,１４０

１,２２０

△　　１８,７１４

２９,９９０

△　　２７,１５６

３０,０００

△　　３５,７２７

△　　　２,２１６

３５４

財務活動によるキャッシュ・フロー △　　２４,１１９ △　　２３,４７０

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                    １４２ ２２９

Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額                  △　　　１,７３６ ７１６

Ⅵ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                    ４１,８７５ ４０,２１３

Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ― ９４４

Ⅷ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ４０,１３８ ４１,８７５
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社      　　　　３１社（㈱髙島屋工作所、髙栄不動産㈱、東神開発㈱、髙島屋日発工業㈱

　　　　　　　　　　　　　　髙島屋商事㈱他）

非連結子会社　　　　３４社

　非連結子会社は総資産、売上高、利益額、剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

２．持分法の適用に関する事項

(１)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社

関 連 会 社      　　　　１０社（㈱パンジョ、㈱ｼ゙ ｪｲｱー ﾙ東海髙島屋、大葉髙島屋股 有限公司他）

㈱京王百貨店は当社が保有する同社全株式を、平成１３年５月３１日に京王電鉄㈱に売却したため、持分法適

用関連会社から除外しました。

(２)持分法非適用会社及び持分法を適用しない理由

非連結子会社　　　　３４社

関 連 会 社      　　　　１１社

　持分法非適用会社は利益額及び剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりません。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社のうち㈱髙島屋工作所及び髙島屋日発工業㈱は、９月中間決算のため仮決算を行い連結しておりま

す。また、子会社の中間決算期が中間連結決算日と異なり、仮決算を行っていないものについては、中間連結決

算日までの間に生じた重要な取引について連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産

商 品      　　　　 主として売価還元法及び個別法並びに先入先出法による原価基準

製 品         　　　　 主として先入先出法による原価基準

貯 蔵 品      　　 先入先出法による原価基準

　　②有 価 証 券      

満期保有目的の債券　　　償却原価法

その他の有価証券         　　（時価のあるもの）

　　　　　　　　　　　　市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

　　　　　　　　　　　　は主として移動平均法により算定）

　　　　　　　　　　　（時価のないもの）

　　　　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法

　　　③デリバティブ      　　　      時価法
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(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産　　 　　　主として定額法を採用しております。

　　　②無形固定資産 　　　　　定額法を採用しております。

　　　なお、将来の収益獲得または費用削減が確実なコンピューターソフトウエア開発

　　　費については、５年間で均等償却しております。

(３)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　一般債権については、主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　②退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

　なお、会計基準変更時差異（８７,４６６百万円）については、当中間連結会計期間において一括費用処

理しております。

③役員退職慰労引当金

　　　　　主として内規に基づく中間期末要支給額を引当計上しております。

(４)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

　　　しております。なお、在外子会社等の資産・負債・収益及び費用は、中間連結決算日の直物為替相場により

　　　円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。

(５)重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

　　常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(６)重要なヘッジ会計の方法

①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。

　　なお、為替予約取引・スワップ取引については振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を行

  っております。また、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用

  しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　　　デリバティブ取引（為替予約取引及び金利スワップ取引）

ヘッジ対象　　　　外貨建債権・債務及び借入金の支払金利。

③ヘッジ方針

　　当社及び連結子会社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジすること

　としております。

④ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎連結会計年度末（中間連結会計期間末を含む）に個別取引毎の

　　　　ヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債、または予定取引に関する重要

　　　　な条件が同一であり、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の判定を省略しております。
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⑤リスク管理体制

重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い、各社の取締役会決議また

　　　　は稟議決裁を行い、当社管理本部財務部で取引を実行するとともに管理しております。また、通常の外貨

　　　　建営業債権債務に係る将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替予約取引については、各社の所管

　　　　部門で取引を実行するとともに、当社管理本部財務部で取引残高を把握し管理しています。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

      連結子会社の資産及び負債の評価方法については、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

      連結調整勘定は、５年間及び２０年間で均等償却しております。なお、連結調整勘定で少額なものは、発生

    年度に一括償却しております。

７．利益処分項目の取扱いに関する事項

      利益処分項目は中間連結会計期間中において確定した利益処分に基づいて作成しております。

８．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

      手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

    かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲としております。

９．その他

      消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

追　加　情　報

（退職給付会計）

　当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成10年6月16日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較し

て、退職給付費用が８７,１５１百万円増加、経常利益は３１４百万円増加し、税金等調整前中間純損失は

８７,１５１百万円増加しております。

　なお、役員退職慰労引当金は、従業員に対する退職給付引当金と区分するため、当中間期より独立項目で

区分掲記しております。

なお、セグメント情報に与える影響は（セグメント情報）に記載しております。

（金融商品会計）

　当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成11年1月22日））を適用しております。なお、この変更に伴う損益への影響は軽微で

あります。

　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、満期保有目的の債券のうち１年内に満期

の到来するものは流動資産の「有価証券」として、それ以外は投資その他の資産の「投資有価証券」として

表示しております。この結果、流動資産の「有価証券」は９,６８８百万円減少し、投資その他の資産の「投

資有価証券」は同額増加しております。
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（外貨建取引等会計基準）

　当中間連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成11年10月22日））を適用しております。この結果、従来の方法によっ

た場合と比較して、経常利益は６百万円減少し、税金等調整前中間純損失は９１９百万円増加しております。

　　　

　　　（ポイント金券の費用処理について）

　　　　　　当社は、タカシマヤクレジットカードによる売上に対してポイントを付与し、一定のポイント獲得者に

　　　　　ポイント金券（「お買物券」）を交付しております。

　　　　　　当該ポイント金券については、従来回収時に費用処理をしておりましたが、ポイント金券制導入後5年

　　　　　の経験に基づきポイント金券の回収及び販売促進効果の収益との対応関係の実態に合わせて、当中間期か

　　　　　らポイント金券の発行時に費用処理することとしました。これに伴い、前期末におけるポイント金券の未

　　　　　回収残高１,５９３百万円を特別損失で一括処理しております。

　　　　　　この結果、従来の方法に比べ当中間期の営業利益及び経常利益は２２百万増加し、税金等調整前中間純

　　　　　損失は１,５７１百万円増加しております。
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中間連結貸借対照表注記

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度

１．有形固定資産減価償却累計額 ２０９,５６０百万円 １９４,９０３百万円 ２０５,３９７百万円

２．自己株式の数

所有株式の数 　

自己株式 ２,４８１株 ３,９８４,６３３株 ８０４,０１２株

子会社の所有する親会社株式 ―　株 ―　株 ５６２,７５１株

 合　　　　　計 ２,４８１株 ３,９８４,６３３株 １,３６６,７６３株

３．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

現金及び預金        ３１百万円 　―　百万円 ３１百万円

短 期 貸 付 金        ７１百万円 ―　百万円 ７１百万円

その他（流動資産） ７５百万円 ―　百万円 ７５百万円

土 地        ２０，４２３百万円 ―　百万円 ２０,８８０百万円

建 物        １２，３４９百万円 ―　百万円 １２,６９４百万円

投資有価証券        ６２７百万円 ―　百万円 ５３２百万円

長 期 貸 付 金        ５１，４６９百万円 ―　百万円 ５２,０５６百万円

長 期 保 証 金        ６４，８０３百万円 ―　百万円 ６４,８００百万円

合　　　　　計 １４９，８５０百万円 ―　百万円 １５１,１４１百万円

担保付債務

短 期 借 入 金        ５００百万円 ―　百万円 ２,６４０百万円

一年内長期借入金 ５，６６６百万円 ―　百万円 ３,４２１百万円

一年内償還社債        ―　百万円 ―　百万円 ６００百万円

社 債        １，６００百万円 ―　百万円 ２,２００百万円

長 期 借 入 金        ７１，６４１百万円 ―　百万円 ７７,７０６百万円

合　　　　　計 ７９，４０８百万円 ―　百万円 ８６,５６９百万円

４．偶発債務

①銀行借入金等に対する連帯保証

タカサン株式会社 ４２７百万円 ―　百万円 ４４１百万円

そ の 他 ６ 件       （前期７件） ８４５百万円 ―　百万円 ８３０百万円

②従業員の住宅ローンに対する

　連帯保証 ４，３３９百万円 ―　百万円 ４,５１４百万円

合　　　　　　計 ５，６１２百万円 ―　百万円 ５,７８７百万円

　　(注)当中間連結会計期間は新様式の適用初年度であるため、３．担保資産及び担保付債務及び４．偶発債務につ

　　　　いては、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。
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中間連結損益計算書注記

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

１．特別利益の内訳

土 地 売 却 益           ２２９百万円 ７７４百万円 ９２２百万円

投資有価証券売却益            ３０百万円 １,３５８百万円 １,３５８百万円

退職給付信託設定益            ２７６百万円 ―　百万円 ―　百万円

貸 倒 引 当 金 戻 入 益            ６３百万円 ―　百万円 ２６百万円

自己株式及び子会社の所有

する親会社株式売却益            ３６０百万円 ―　百万円 ―　百万円

そ の 他            ７７百万円 ２０８百万円 ４９２百万円

２．特別損失の内訳

固 定 資 産 除 却 損           １，３３４百万円 ４０６百万円 １,００６百万円

投資有価証券評価損            ３，１９１百万円 ２４６百万円 ７１４百万円

貸 倒 引 当 金 繰 入 額            ９，８９２百万円 ―　百万円 ９２５百万円

適格退職年金過去勤務費用 ―　百万円 １,３２０百万円 １,３２０百万円

事務所返却等に伴う原状回復費用           ４５７百万円 ―　百万円 ４２７百万円

会 員 権 売 却 損            １７百万円 ３７１百万円 ４４１百万円

退職給付会計基準変更時

差異費用処理額 ８７，４６６百万円 ―　百万円 ―　百万円

ポイント金券精算額            １，５９３百万円 ―　百万円 ―　百万円

会 員 権 評 価 損            １，１０９百万円 ―　百万円 ―　百万円

そ の 他            ７７０百万円 ６１３百万円 ９４５百万円

中間連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛー 計算書上の現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

現 金 及 び 預 金              ４２,８６０百万円 ―　百万円 ４４,８２５百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △　　２,７２１百万円 ―　百万円 △　　２,９５０百万円

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ４０,１３８百万円 ―　百万円 ４１,８７５百万円
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リース取引

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　（借　主　側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(13.8.31)

前中間連結会計期間

(12.8.31)

前連結会計年度

(13.2.28)

機械装置及び運搬具

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

１２０

５５

４０２

３６４

３９６

３２７

　　中間期末(期末)残高相当額 ６４ ３８ ６９

器 具 及 び 備 品         

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

１，１１７

８６５

１,２９１

７８９

１,２８６

９１８

　　中間期末(期末)残高相当額 ２５２ ５０２ ３６８

合 計          

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

１，２３８

９２１

１,６９４

１,１５３

１,６８３

１,２４５

　　中間期末(期末)残高相当額 ３１７ ５４１ ４３７

　　（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占

　　　　　める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　　②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(13.8.31)

前中間連結会計期間

(12.8.31)

前連結会計年度

(13.2.28)

１ 年 内            １５２ ２１９ １９６

１ 年 超            １６５ ３２１ ２４１

合 計            ３１７ ５４１ ４３７

　　（注）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の

　　　　　中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　　③支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(13.8.31)

前中間連結会計期間

(12.8.31)

前連結会計年度

(13.2.28)

支 払 リ ー ス 料            １３５ １３１ ２４０

減 価 償 却 費 相 当 額            １３５ １３１ ２４０

　　

④減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（貸　主　側）

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末(期末)残高　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(13.8.31)

前中間連結会計期間

(12.8.31)

前連結会計年度

(13.2.28)

器 具 及 び 備 品         

　　取 得 価 額       

　　減価償却累計額        

１，９０６

８４３

１,４７２

７８７

１,６７５

８１４

　　中間期末(期末)残高 １，０６３ ６８４ ８６０

合 計          

　　取 得 価 額       

　　減価償却累計額        

１，９０６

８４３

１,４７２

７８７

１,６７５

８１４

　　中間期末(期末)残高 １，０６３ ６８４ ８６０

　　②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(13.8.31)

前中間連結会計期間

(12.8.31)

前連結会計年度

(13.2.28)

１ 年 内            ３３６ ２３５ ２８１

１ 年 超            ７２６ ４４９ ５７８

合 計            １，０６３ ６８４ ８６０

　　（注）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高及び見積残存価額の

　　　　　残高の合計額が営業債権の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定

　　　　　しております。

　　③受取リース料及び減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(13.8.31)

前中間連結会計期間

(12.8.31)

前連結会計年度

(13.2.28)

受 取 リ ー ス 料           １６５ １１８ ２３６

減 価 償 却 費           １６５ １１８ ２３６

　　

２． オペレーティングリース取引

（借　主　側）

・ 未経過リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(13.8.31)

前中間連結会計期間

(12.8.31)

前連結会計年度

(13.2.28)

１ 年 内            １５，０６１ １５,１８９ １５,３３１

１ 年 超            １９６，４３２ ２１３,０８１ ２０７,３６５

合 計            ２１１，４９４ ２２８,２７０ ２２２,６９７
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セ　グ　メ　ン　ト　情　報

１． 事業の種類別セグメント情報

　　　当中間連結会計期間（自平成13年3月1日至平成13年8月 31日）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

自動車内

装品製造業

その他

事業
計

消去又は

全社
連　結

 売上高及び営業損益

 売　上　高

(1)外部顧客に対する売上高

(その他の営業収入を含む)

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高

480,401

1,130

25,647

695

11,217

10,866

4,090

3,789

45,579

－

23,911

38,111

590,848

54,593

―

(54,593)

590,848

      

―

計 481,532 26,343 22,084 7,880 45,579 62,022 645,441 (54,593) 590,848

　営 業 費 用      478,422 26,267 17,941 7,032 45,252 61,778 636,694 (55,413) 581,280

　営 業 利 益      3,109 75 4,142 847 326 244 8,747 820 9,567

　　　前中間連結会計期間（自平成12年3月1日至平成12年8月 31日）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

自動車内

装品製造業

その他

事業
計

消去又は

全社
連　結

 売上高及び営業損益

 売　上　高

(1)外部顧客に対する売上高

(その他の営業収入を含む)

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高

473,858

1,310

24,557

802

8,101

10,961

3,592

3,655

45,675

－

27,316

32,032

583,101

48,762

―

(48,762)

583,101

―

計 475,169 25,360 19,062 7,247 45,675 59,348 631,863 (48,762) 583,101

　営 業 費 用      472,543 24,819 16,128 6,478 44,295 59,285 623,551 (48,130) 575,421

　営 業 利 益      2,625 540 2,933 769 1,380 62 8,312 (   632) 7,680

　　　前連結会計年度（自平成12年3月 1日至平成13年2月28日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

自動車内

装品製造業

その他

事業
計

消去又は

全社
連　結

 売上高及び営業損益

 売　上　高

(1)外部顧客に対する売上高

(その他の営業収入を含む)

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高

975,655

2,258

45,557

1,033

13,087

21,869

7,887

7,468

90,819

－

59,203

67,567

1,192,211

100,196

－

(100,196)

1,192,211

－

計 977,913 46,590 34,957 15,356 90,819 126,771 1,292,407 (100,196) 1,192,211

　営 業 費 用      969,792 46,191 29,505 13,152 87,879 125,323 1,271,845 ( 99,534) 1,172,310

　営 業 利 益      8,121 398 5,451 2,203 2,940 1,447 20,562 (    662) 19,900

（注）１．事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業、金融・リ

ース業及び自動車内装品製造業に区分しました。
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２．（追加情報）に記載のとおり、当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成10年6月16日））を適用しております。この結果、

従来の方法によった場合と比較して、「百貨店業」の営業費用は201百万円、「建装事業」の営業費用は

     3百万円、「金融・リース業」の営業費用は7百万円、「自動車内装品製造業」の営業費用は129百万

　　円、「その他事業」の営業費用は3　百万円減少し、営業利益はそれぞれ同額増加しております。また「不

動産業」の営業費用は30百万円増加し、営業利益は同額減少しております。

２． 所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成13年3月1日至平成13年8月31日）

　　所在地別セグメント情報は、日本での売上高の金額が、全セグメントの売上高の合計額の90％超である

　  ため、記載を省略しております。

　　  前中間連結会計期間（自平成12年3月1日至平成12年8月 31日）　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

日　本 その他 計 消去又は全社 連　結

売上高及び営業損益

　売 上 高        

(1) 外部顧客に対する売上高

　（その他の営業収入を含む）

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高

572,116

117

10,984

685

583,101

802

―

(802)

583,101

―

計 572,233 11,670 583,904 (802) 583,101

　営 業 費 用        564,919 11,304 576,223 (802) 575,421

　営 業 利 益        7,314 366 7,680 0 7,680

（注）国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

前連結会計年度（自平成12年3月1日至平成13年2月 28日）

          所在地別セグメント情報は、日本での売上高及び資産の金額が、全セグメントの売上高の合計額及び資産

　　  　の金額の合計額のそれぞれ90％超であるため、記載を省略しております。

３．海　外　売　上　高

　　　当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の10％未満

      のため、海外売上高の記載を省略しております。
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生 産、受 注 及 び 販 売 の 状 況

（１）生　産　実　績

（単位　百万円）

生　　　　　産　　　　　高

事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間

（13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

（12.3.1～13.2.28）

建 装 事 業             

自 動 車 内 装 品 製 造 業             

そ の 他 事 業             

６，８１４

４５，６０２

６０４

１４，９４９

９０，７２７

１，４３３

合　　　　　　　　　計 ５３，０２２ １０７，１１０

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は、販売価格によっております。

３．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。

（２）受　注　実　績

（単位　百万円）

受　　注　　高 受　注　残　高
事業の種類別

セグメントの名称
当中間連結会計期間

（13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

（12.3.1～13.2.28）

当中間連結会計期間

（13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

（12.3.1～13.2.28）

建　装　事　業 ６，１９３ １５，４６５ ４，８２９ ６，０８９

合　　　　　計 ６，１９３ １５，４６５ ４，８２９ ６，０８９

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．自動車内装品製造業及びその他事業は、見込み生産を行っておりますので、受注高・受注残高は

　　　　　含めておりません。

３．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。

（３）販　売　実　績

（単位　百万円）

販　　　　　売　　　　　高

事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間

（13.3.1～13.8.31）

前連結会計年度

（12.3.1～13.2.28）

百 貨 店 業             

建 装 事 業             

不 動 産 業             

金 融 ・ リ ー ス 業             

自 動 車 内 装 品 製 造 業             

そ の 他 事 業             

480,401

25,647

11,217

4,090

45,579

23,911

975,655

45,557

13,087

7,887

90,819

59,203

合　　　　　　　　　計 590,848 1,192,211

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．販売高には、「その他の営業収入」を含めて表示しております。
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（有価証券関係）

＊ 前中間会計期間に係る「有価証券の時価等」については、個別中間財務諸表の概要における注記事項として

記載しております。

（当中間連結会計期間）（平成13年8月 31日現在）

有　　価　　証　　券

１． 満期保有目的の債券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

中間連結貸借対照表計上額 時　　　　　　　価 差　　　　　　　額

(１)　国債・地方債       ６，９１０ ７，３７０ ４５９

(２)　社　　　　　債 １８，２４９ １７，５５８ △６９０

(３)　そ　　の　　他 １０ １０ ０

合　　　　　　計 ２５，１７０ ２４，９３９ △２３０

２．その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

取　　得　　原　　価 中間連結貸借対照表計上額 差　　　　　　　額

(１)　株　　　　　式 ３８，８８１ ５６，４９１ １７，６０９

(２)　債　　　　　券

　　　　　国債・地方債       ６２ ６５ ３

　　　　　社　　　　　債 ４４８ ４３３ △１５

(３)　そ　　の　　他 １，１９２ １，１８２ △１０

合　　　　　　計 ４０，５８５ ５８，１７２ １７，５８７

３．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額　 （単位　百万円）

中間連結貸借対照表計上額

(１)　子会社及び関連会社株式

　　　　非　上　場　株　式 ２６，０４８

(２)　その他有価証券

　　　　非　上　場　株　式（店頭売買株式を除く） １，２８９

　　　　貸付信託受益証券 ６３７
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　　　(前連結会計年度)（平成13年2月28日現在）

有　価　証　券　の　時　価　等

（単位　百万円）

前　連　結　会　計　年　度　（平成13年2月28日現在）
種　　　　類

連結貸借対照表計上額 時　　　　　価 評　価　損　益

２,０９７

１１,８７１

５０

３,０４１

１１,５５６

４７

９４４

△         ３１４

△             ３

流動資産に属するもの

株　　　　　　　　　式

債　　　　　　　　　券

そ　　　　の　　　　他

小　　　　　　　　　計 １４,０１９ １４,６４５ ６２６

３７,６４８

１４,５５０

９０７

６２,６７１

１４,５７１

９０７

２５,０２３

２０

０

固定資産に属するもの

株　　　　　　　　　式

債　　　　　　　　　券

そ　　　　の　　　　他

小　　　　　　　　　計 ５３,１０６ ７８,１５０ ２５,０４３

合　　　　　　　　　計 ６７,１２６ ９２,７９５ ２５,６６９

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

　（１）上場有価証券

　主に東京証券取引所の最終価格

　（２）店頭売買有価証券

　日本証券業協会が公表する売買価格等

　（３）非上場の証券投資信託の受益証券

基準価格

（４）非上場債券

　日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等に基づいて算定した価

格。なお、残存償還期間の算定にあたって、償還の日については、債券の種類等の別にそれぞれ最も多

く用いられている日としております。

　　　２．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

　　流動資産に属するもの

　　・貸付信託受益証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７２７百万円

　　・マネー・マネージメント・ファンド　　　　　　　　　　　　　１７４百万円

　　固定資産に属するもの

　　・非上場株式（店頭売買株式を除く）　　　　　　　　　　　２７,８０６百万円

　　　　　・非上場外国債券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１,０９５百万円

　　　　　・貸付信託受益証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５百万円
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（デリバティブ取引関係）

＊ 前中間会計期間に係る「デリバティブ取引」については、個別の中間財務諸表の概要における注記事項と

　して記載しております。

（当中間連結会計期間）（平成13年8月 31日現在）

当社グループで行っているデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため記載しておりません。
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（前連結会計年度）（平成13年2月28日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

１．取引の状況に関する事項

（１）取引の内容・取組方針・利用目的

　　　当社及び連結子会社は、為替予約取引・通貨スワップ取引・金利スワップ取引を利用しております。

　　　為替予約取引・通貨スワップ取引は外貨建債権・債務の為替変動リスクの回避、金利スワップ取引は有利子負

債の金利変動リスクの回避を目的として利用することとしております。

　　　なお、収益獲得を目的とした投機的な取引は行わない方針をとっております。

（２）取引に係るリスクの内容

　　　当社及び連結子会社が利用しているデリバティブ取引は、為替相場の変動及び市場金利の変動によるリスク

を有しておりますが、上記のデリバティブ取引は信用度の高い金融機関に契約先を限定しているため、相手方の

契約不履行による信用リスクはほとんどないと認識しております。

（３）取引に係るリスク管理体制

　重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い各社の取締役会決議または稟議決

裁を行い、財務部で取引を実行するとともに管理しております。

　　　また、通常の外貨建営業債権債務に係る将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替予約取引については、

各社の所管部門で取引を実行するとともに、財務部で取引残高を把握し管理しております。

２．取引の時価等に関する事項

（１）通　貨　関　連

（単位　百万円）

前　連　結　会　計　年　度　（平成13年2月28日現在）

契　　約　　額　　等
区
　
分

種　　　　　　類

うち１年超
時　　　価 評 価 損 益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

為　替　予　約　取　引

　買　　　　　建

　　米　　　ド　　　ル

　　ス イ ス フ ラ ン         

　　フランスフラン         

　　イ タ リ ア リ ラ         

　　オーストラリアドル

　　香 港 ド ル         

　　スターリングポンド

　スワップ取引       

　　受取円・支払米ドル

　　受取円・支払カナダドル

　　受取米ドル・支払円

８５

３

１１４

２８

４

２７

４

８,８８０

１,０９５

３,１４０

３,４４４

１,０９５

１,１４８

８９

３

１１５

２８

５

２９

４

１３６

△　   　　　１

５０３

３

△  　　　０

１

△  　　　０

０

１

０

１３６

△        １
５０３

合　　　　　　　　　計 １３,３８５ ５,６８７ ９１５ ６４５

（注）１．為替予約取引は先物為替相場を使用しております。また、通貨スワップ取引については当該デリバティブ取引に係る契約を約定

　　　　　した金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　　　２．外貨建債権・債務に為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建債権・債務で、連結貸借

　　　　　対照表において当該円貨額で表示されているものについては開示の対象から除いております。

　　　３．上記の通貨スワップ取引の契約額等は、あくまで名目的な契約額であるため、当該金額自体が各々の取引に係る市場リスクや

　　　　　信用リスクを表わすものではありません。
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（２）金　利　関　連

（単位　百万円）

前　連　結　会　計　年　度　（平成13年2月28日現在）

契　　約　　額　　等
区
　
分

種　　　　　　類

うち１年超
時　　　価 評 価 損 益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

金 利 ス ワ ッ プ 取 引           

　
　受取変動・支払固定（円）

　受取固定・支払変動（円）

　受取変動・支払固定（ドル）

２,３９２

３,１８７

８０３

８９８

３,１８７

８０３

△　　　７６

１５１

△      ４２

△　　　７６

１５１

△　　　４２

合　　　　　　　　　計 ６,３８３ ４,８８９ ３２ ３２

（注）１．時価は当該金利スワップ取引に係る契約を約定した金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　　　２．上記の金利スワップ取引の契約額等は、あくまで名目的な契約額であるため、当該金額自体が各々の取引に係る市場リスクや

　　　　　信用リスクを表わすものではありません。

ご参考

　公　開　方　法　　　東京兜倶楽部及び大阪証券記者クラブ（記者発表）

　　　　　　　　　　　東京商工会議所記者クラブ及び大阪商工記者会（記者発表）


